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１ 申請書類の提出方法について 

 指定工事店に関する申請や届け出の提出は、下記の上下水道課の窓口、あるいはコロナ 

禍のため郵送でも受け付けます。 

提 出 先：米原市役所 山東支所２階 まち整備部上下水道課 窓口 

 〒521－0292 滋賀県米原市長岡1206番地 TEL：0749－53－5173 

受付時間：開庁日の午前８時30分から午後５時15分まで 

・郵送の場合の注意点

次の（１）、（２）の郵送申請については、申請書類に加えて返信用封筒を同封いただく

必要がありますので、遺漏なくご準備ください。郵送した申請書類に不備があった場合は、

再度郵送していただくこととなりますのでご注意ください。また、万一不備があった場合

は連絡しますので、その確認用として申請書のコピーを保管願います。 

（１）新規および更新申請を郵送される場合 

新規および更新申請を郵送される場合、申請書類に加えて手数料の納付書を送付するた 

めの返信用封筒を次の要領で作成し同封してください。なお、申請書類を郵送される際は、

できるだけ郵送物の引き受け状況が確認できる特定記録郵便等をご利用ください。 

・返信用封筒の作成要領

① 長形３号封筒（縦235ｍｍ、横120ｍｍ）に84円切手を貼ってください。

② ①の封筒に返送先の住所および事業者名を記入してください。

納付書を受け取られましたら、15日以内に下記の取扱金融機関へお持ち込みの上、お支払

いください。審査は入金確認後に開始しますが、入金確認に時間がかかるため、お支払い

後の納付書の控えを本課までＦＡＸ(0749-53-5179)にて報告してください。審査完了後、

指定証を郵送します。 

取扱金融機関：滋賀銀行、レーク伊吹農協、関西みらい銀行、長浜信用金庫、大垣共 

立銀行、米原市役所本庁舎窓口、伊吹・近江市民自治センター窓口 

（２）変更の届出、指定証再交付申請を郵送される場合

指定証の記載事項（住所、名称、氏名）に係る変更届、再交付申請を郵送される場合は、

申請書類に加えて指定証を返信するための返信用封筒を次の要領で作成し同封してくださ

い。 

・返信用封筒の作成要領

① 角型２号封筒（縦332ｍｍ、横240ｍｍ）に120円切手を貼ってください。

② ①の封筒に返送先の住所および事業者名を記入してください。
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２ 新規登録の申請について 

水道事業者の給水区域内において、給水装置工事を施工しようとする場合は、水道事業

者から指定を受けていないと工事を行うことができません。

指定にあっては、その基準に適合している場合は指定を受けることができますので、新

規登録を希望される方は、下記の書類を提出してください。

（１）申請に必要な書類

個

人 

法

人 
提 出 書 類 備 考 

○ ○ 
指定給水装置工事事業者指定申請書（新規・

更新）(様式第１号） 

表面・裏面とも記入 

○ ○ 機械器具調書（別表） 各種別に最低１項目以上記入 

○ ○ 誓約書（様式第２号） 

○ － 住民票（原本・個人番号非表示のもの） 発行日から３か月以内のもの 

－ ○ 登記簿謄本（原本） 発行日から３か月以内のもの 

－ ○ 定款または寄付行為の写し 直近のもの 

○ ○ 
給水装置工事主任技術者選任・解任届出書 

（様式第６号） 

○ ○ 
選任される主任技術者の免状または技術者

証の写し 

○ ○ 事業所の位置図および外観の写真 

○ ○ 指定更新時確認事項書 

（２）指定手数料 

１０，０００円（米原市水道事業給水条例第35条による。） 

＊指定手数料を納付後に審査を開始します。 

（３）指定の基準 

１ 主任技術者がいること 

２ 厚生労働省令で定める次の機械器具を有する者であること 

・管の切断器具（金切りのこ等）

・管の加工器具（やすり、パイプねじ切り器具等）

・管の接合器具（トーチランプ、パイプレンチ等）

・水圧テストポンプ
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３ 次のいずれにも該当しないこと 

・心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができないものとして厚

生労働省令で定める者

・破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

・法に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることが

なくなった日から２年を経過しない者

・指定給水装置工事事業者の指定を取り消され、その取り消しの日から２年を経

過しない者

・その業務に関し不正または不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる

相当の理由がある者

・法人の場合は、その役員のうちに上記のいずれかに該当する者がある者

３ 更新の申請について 

水道法の一部を改正する法律の施行に伴い、令和元年10月１日より、指定給水装置工事

事業者の資質の維持・向上を図ることを目的として、指定給水装置工事事業者制度に更新

制を導入します。

この改正により、指定の有効期間が従来の無期限から５年間となり、有効期間内での更

新手続きが必要になり、期間内に手続きを行わなければ、指定の効力を失います。

（１）申請に必要な書類

個

人 

法

人 
提 出 書 類 備 考 

○ ○ 
指定給水装置工事事業者指定申請書（新規・

更新） (様式第１号）  
表面・裏面とも記入

○ ○ 機械器具調書（別表） 各種別に最低１項目以上記入

○ ○ 誓約書（様式第２号）

○ － 住民票（原本・個人番号非表示） 発行日から３か月以内のもの

－ ○ 登記簿謄本（原本） 発行日から３か月以内のもの

－ ○ 定款または寄付行為の写し 直近のもの

○ ○ 
給水装置工事主任技術者選任・解任届出書

（様式第６号）

○ ○ 
選任される主任技術者の免状または技術者

証の写し

○ ○ 事業所の位置図および外観の写真

○ ○ 指定更新時確認事項書

○ ○ 交付している旧指定給水装置工事事業者証
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（２）更新手数料 

８，０００円（米原市水道事業給水条例第 35 条による。） 

＊更新手数料を納付後に審査を開始します。 

（３）指定の基準 

新規の指定時と同様です。 

（４）注意事項 

 有効期限内に更新手続きをされない場合、指定の失効となり、引き続き本市給水区域内 

で給水装置工事を施工される場合は、新規申請が必要となります。 

４ 指定事項の変更の届け出について 

指定工事事業者は、「事業所の名称および所在地その他厚生労働省令で定める事項に変

更があったとき、または給水装置工事の事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、

厚生労働省令で定めるところにより、その旨を水道事業者に届出なければならない」と定

められています。変更が生じた際は、届け出期限までに書類を提出してください。

（１）届け出に必要な書類

１代表者の氏名または名称を変更した場合

個

人 

法

人 
提 出 書 類 備 考 

○ ○ 
指定給水装置工事事業者指定事項変更届出

書（様式第４号）

○ ○ 誓約書（様式第２号）

○ － 住民票（原本・個人番号非表示） 発行日から３か月以内のもの

－ ○ 登記簿謄本（原本） 発行日から３か月以内のもの

－ ○ 定款または寄付行為の写し 直近のもの

○ ○ 交付している旧指定給水装置工事事業者証

＊個人事業主の方で代表者が交代する場合は、Ｐ６の（３）注意事項のとおり、一旦「廃

止届」を提出の上、改めて新規申請を行ってください。
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２住所を変更した場合

個

人 

法

人 
提 出 書 類 備 考 

○ ○ 
指定給水装置工事事業者指定事項変更届出

書（様式第４号）

○ － 住民票（原本・個人番号非表示） 発行日から３か月以内のもの

－ ○ 登記簿謄本（原本） 発行日から３か月以内のもの

○ ○ 事業所の位置図および外観の写真

○ ○ 交付している旧指定給水装置工事事業者証

３役員を変更した場合

個

人 

法

人 
提 出 書 類 備 考 

－ ○ 
指定給水装置工事事業者指定事項変更届出

書（様式第４号）

－ ○ 誓約書（様式第２号）

－ ○ 登記簿謄本（原本） 発行日から３か月以内のもの

（２）変更の届け出期限について 

当該変更のあった日から 30 日以内

（３）注意事項

 法人、個人に係らず事業者の継承（個人の相続に係ること、個人から法人への移行、法

人から個人への移行、法人相互の営業譲渡など）は、変更届では受付けできません。この

場合は、一旦「廃止届」を提出の上、改めて新規申請を行ってください。

なお、有限会社から株式会社への組織変更の場合は、同一法人として取り扱いますので、

「代表者の氏名または名称を変更した場合」を参考に申請してください。

変更年月日は変更事項の生じた日を記入してください。

５ 主任技術者の選任、解任の届け出について 

指定工事事業者は、「給水装置工事主任技術者を選任、解任したときは、遅滞なく、その

旨を水道事業者に届け出なければならない」と定められています。

追加して選任、あるいは解任したときは、遅滞なく書類を提出してください。
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（１）届け出に必要な書類

個

人 

法

人 
提 出 書 類 備 考 

○ ○ 
給水装置工事主任技術者選任・解任届出書

（様式第６号）

○ ○ 
選任される主任技術者の免状または技術者

証の写し

解任時は添付不要

（２）変更の届け出期限について 

選任した技術者を解任したときは、遅滞なく届け出てください。

主任技術者を追加して選任するときは、遅滞なく届け出てください。

（３）注意事項

 主任技術者が欠けるに至った場合は、当該事由が発生した日から２週間以内に新たに主

任技術者を選任するか、新たに選任できない場合は、廃止および休止の届け出を行ってい

ただかないと「指定の取消し」要件となりますのでご注意ください。

６ 廃止・休止・再開の届け出について 

指定工事事業者は、「給水装置工事の事業を廃止又は休止したとき、事業を再開したとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を水道事業者に届け出なければならない。」

と定められています。

廃止、休止、再開される際は、届出期限までに書類を提出してください。

（１）届け出に必要な書類

個

人 

法

人 
提 出 書 類 備 考 

○ ○ 
指定給水装置工事事業者廃止 /休止 /再開届

出書（様式第５号）

○ ○ 交付している旧指定給水装置工事事業者証 廃止、休止のみ提出

（２）廃止、休止、再開の届け出期限について 

１ 廃止の届け出（事業を廃止したとき）は、事業を廃止した日から30日以内 

２ 休止の届け出（事業を休止したとき）は、事業を休止した日から30日以内 

３ 再開の届け出（事業を再開したとき）は、事業を再開した日から10日以内 

＊再開の際は、休止の際に預かった指定給水装置工事事業者証をご返却します。 
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（３）注意事項 

１ 廃止後に給水区域内で給水装置工事の事業を行う場合は、改めて新規申請を行っ 

てください。 

７ 指定給水装置工事事業者証の再交付の届け出について 

指定工事事業者は、指定給水装置工事事業者証を紛失、汚損、損傷した場合は、再交付 

を受けることができます。 

（１）届け出に必要な書類

個

人 

法

人 
提 出 書 類 備 考 

○ ○ 
指定給水装置工事事業者再交付申請書（様式

第３号）

○ ○ 
交付している旧指定給水装置工事事業者証 汚損、損傷した事業者証があれば

添付してください。

８ 指定更新時確認事項書について 

 指定更新時確認事項書について、水道法第25条の８および水道法施行規則第36条で定め

た給水装置工事事業の運営に関する基準に従って、適正に給水装置工事の事業が運営され

ているか下記の４項目を確認します。

１ 指定給水装置工事事業者の講習会の受講実績

２ 指定給水装置工事事業者の業務内容

３ 給水装置工事主任技術者等の研修会の受講状況

４ 適切に作業をおこなうことができる技能を有する者の従事状況

なお、２ 指定給水装置工事事業者の業務内容に関して、水道法第24条の２および水道

法施行規則第17条の２に従い、業務内容の公表を可とする指定給水装置工事事業者に限り、

本市公式ウェブサイト上にて業務内容を掲載する等、水道利用者が指定給水装置工事事業

者を選択する際に有用となるような情報提供を実施していますのでご協力いただきますよ

うよろしくお願い申し上げます。
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９ 記 入 例
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様式第1号(第4条関係) 

(表) 

指定給水装置工事事業者指定申請書（新規・更新） 

 

米原市長 ○○ ○○ 様  

 

年  月  日 

   

申請者 氏名または名称 米原水道株式会社        

住   所   ○○市○○町○○番地  

代表者氏名   代表取締役 米原 太郎   

Ｔ Ｅ Ｌ   ○○○○―○○―○○○○ 

水道法第16条の2第1項の規定による指定給水装置工事事業者の指定（新規・更新）を受け

たいので、同法第25条の2第1項の規定に基づき次のとおり申請します。  

役員(業務を執行する社員、取締役またはこれに準ずる者)の氏名 

フリガナ 

氏  名 

フリガナ 

氏  名 

  

代表取締役 米原
マイバラ

 太郎
タ ロ ウ

 

 取締役   米原
マイバラ

 花子
ハ ナ コ

 

 監査役   米原
マイバラ

 一郎
イチロウ

 

  

事 業 の 範 囲 

  

機械器具の名称、性能および数 別表のとおり 

 

(備考) この用紙の大きさは、A列4番とすること。  

 

代表取締役から監査役までの

すべての役員名を記入してく

ださい。（法人のみで個人事業

主の方は記載不要です。）  

住民票・登記簿謄本等の  
とおりに記入してくだ

さい。  

法人の方は登記簿謄本の目的欄等を

参考に記入してください。  
個人の方は所得税の確定申告書類等

を参考に記入してください。  
例：管工事業、給排水設備工事業等  

い ず れ か を 二 重 線 で 消

してください。  

提出日を記入してく

ださい。  
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(裏) 

当該給水区域で給水装置工事の事業を行う

事業所の名称 

 米原水道株式会社 

上 記 事 業 所 の 所 在 地  ○○市○○町○○番地 

上記事業所で選任されることとなる給水装

置工事主任技術者の氏名 

給水装置工事主任技術者免状の交付番号 

  

 米原
マイバラ

 太郎
タ ロ ウ

 

  

 第○○○○○○○○号 

 

当該給水区域で給水装置工事の事業を行う

事業所の名称 

  

上 記 事 業 所 の 所 在 地   

上記事業所で選任されることとなる給水装

置工事主任技術者の氏名 

給水装置工事主任技術者免状の交付番号 

    

 

(備考) この用紙の大きさは、A列4番とすること。  

実際に事業を行おうとする事業所の

名称・所在地を記入してください。  

「給水装置工事主任技術者免状」または、  
「給水装置工事主任技術者証」を参考に記

入してください。  
給水装置工事主任技術者選任・解任届出書  

も同一になります。  

上記以外にも事業を行いたい営業所・支店

がある場合は、この欄に記入してください。 
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別表  

 

機械器具調書  

 

年  月  日 現在  

種 別 名 称 形 式 、 性 能 数 量 備 考 

管の切断用 

 

 

 

 

 

管の加工用 

 

 

 

 

管接合用 

 

 

 

 

水圧テストポンプ 

金切りのこ 

パイプカッター 

パイプ万力 

バリ取り工具 

 

 

パイプベンダー 

やすり 

パイプねじ切り器 

 

 

トーチランプ 

パイプレンチ 

スパナ 

電気ヒーター 

 

テストポンプ 

 固定式鋸弦 

 RB-80-CV 

 

 

 

 

1/2～11/4インチ 

中目 

N-100A 

 

 

ガスボンベ式 

13～100ｍｍ 

 

 

 

T-50K-P 

  ２ 

    １ 

1 

1 

 

 

2 

5 

2 

 

 

3 

1 

3 

1 

 

1 

  

 

(注) 種別の欄には「管の切断用の機械器具」、「管の加工用の機械器具」、「接合用の機械

器具」、「水圧テストポンプ」の別に記入すること。  

(備考) この用紙の大きさは、A列4番とすること。  

上記は記入例になりますが、  
各種別に最低各１項目以上を記入して

ください。  
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様式第2号(第4条、第7条関係) 

 

  

誓 約 書  

 

 

 指定給水装置工事事業者およびその役員は、水道法第25条の3第1項第3号イからヘまでの

いずれにも該当しない者であることを誓約します。  

 

 

年  月  日   

 

 

  

申請者                

氏名または名称 米原水道株式会社        

住   所   ○○市○○町○○番地  

代表者氏名   代表取締役 米原 太郎   

 

 

 米原市長 ○○ ○○ 様  

 

 

 

(備考) この用紙の大きさは、A列4番とすること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請者は様式第１号の申請書と同

じ内容を記入してください。  
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様式第6号(第14条関係) 

 

給水装置工事主任技術者選任・解任届出書  

 

 米原市長 ○○ ○○ 様               

 

届出者  米原水道株式会社 

 

 

水道法第25条の4の規定に基づき、次のとおり給水装置工事主任技術者の   の届出 

をします。  

給水区域で給水装置工事の

事業を行う事業所の名称 

 米原水道株式会社 

上記事業所で選任・解任する

給水装置工事主任技術者の

氏名 

給水装置工事主任技術者免

状の交付番号 

選任・解任の年月日 

 米原 太郎  第○○○○○○○○号 ○○○○年〇〇月○○日 

 

(備考) この用紙の大きさは、A列4番とすること。 

選任  
解任  

新規・更新の場合は、様式第１

号裏面の申請書と同じ内容を記

入してください。  

選任・解任のどちらかを

二 重 線 で 消 し て く だ さ

い。下記３箇所も同様に

消してください。  
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様式第4号(第7条関係) 

 

指定給水装置工事事業者指定事項変更届出書  

 

 米原市長 ○○ ○○ 様  

 

  

年  月  日   

 

                        届出者 米原水道株式会社  

 

 水道法第25条の7の規定に基づき、次のとおり変更の届出をします。 

フリガナ 

氏名または名称 

  

 米原
マイバラ

水道
スイドウ

株式
カブシキ

会社
ガイシャ

 

住 所 
  

 ○○市○○町○○番地 

フリガナ 

代表者の氏名 

  

代表取締役 米原
マイバラ

 太郎
タ ロ ウ

 

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日 

 代表取締役の変更 

 

監査役の退任 

監査役の就任 

  

 住所の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  米原
マイバラ

 太郎
タ ロ ウ

 

 

米原
マイバラ

 一郎
イチロウ

 

    － 

   

○ ○ 市 ○ ○ 町 ○ ○

番地 

米原
マイバラ

 花子
ハ ナ コ

 

 

    － 

米原
マイバラ

 二
ジ

朗
ロウ

 

   

○ ○ 市 ○ ○ 町 ○ ○

番地 

○○○○年〇〇月○○日 

 

○○○○年〇〇月○○日 

○○○○年〇〇月○○日 

 

○○○○年〇〇月○○日 

 

(備考) この用紙の大きさは、A列4番とすること。  

変 更 内 容 に 応 じ て 記 入 し て く だ さ

い。  
なお、変更年月日については、変更

事 項 の 生 じ た 日 を 記 入 し て く だ さ

い。  
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様式第5号(第7条関係) 

 

 

指定給水装置工事事業者 

廃 止 

休 止  届出書 

再 開 

  

     

  

 

 

  米原市長 ○○ ○○ 様 

 

 年  月  日   

 

届出者   米原水道株式会社   

 

 

  

水道法第25条の7の規定に基づき、給水装置工事の事業の 

廃止 

休止 

再開 

 

の届出をします。 

 

 

フリガナ 

氏名または名称 

  

 米原
マイバラ

水道
スイドウ

株式
カブシキ

会社
ガイシャ

 

住  所 
  

 ○○市○○町○○番地 

フリガナ 

代表者の氏名 

  

 代表取締役 米原
マイバラ

 太郎
タ ロ ウ

 

(廃止・休止・再開)の年月日 

  

 ○○○○年〇〇月○○日 

(廃止・休止・再開)の理由 

  

 廃業のため 

 

(備考) この用紙の大きさは、A列4番とすること。 

申請内容に応じて、不要な項

目 を 二 重 線 で 消 し て く だ さ

い。下記も同様に消してくだ

さい。  
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様式第3号(第6条関係) 

 

  

指定給水装置工事事業者証再交付申請書  

        

 米原市長 ○○ ○○ 様  

年  月  日 

申請者                

氏名または名称 米原水道株式会社    

住   所   ○○市○○町○○番地  

代表者氏名  代表取締役 米原太郎  

 

 

 

 

 米原市水道事業指定給水装置工事事業者規程第６条第４項の規定により、米原市指定給

水装置工事事業者証の再交付を受けたいので申請します。  

 

 

１ 申請の理由  紛失のため 

 

２ 指定番号   第○○○号 

 

３ 指定年月日  ○○○○年〇〇月○○日 

 

４ その他 

 

(備考) この用紙の大きさは、A列4番とすること。  

 

 

 

 

 

 

 

 



 年  月  日 

指定給水装置工事事業者 新規指定更新時確認事項書 

 

氏名または名称 米原水道株式会社             

 

住     所 ○○市○○町○○番地 

 

代  表 者 氏 名 代表取締役 米原 太郎 

 

電  話  番  号  ○○○○―○○―○○○○ 

 

 下記の１～４項目について確認しますので、御記入ください。（４については該当者のみ） 

 

１ 日本水道協会 滋賀県支部が実施している指定給水装置工事事業者講習会の受講実績 

（過去５年以内） 

受講年月日 

受 講（  令和２年 １月２２日   ）    

☐未受講（理由：                               ） 
 

・受講実績のある方は、受講欄にチェックし、受講年月日を記入してください。 

・未受講の方は理由を記入してください。 

 

２ 指定給水装置工事事業者の業務内容（公表：  可 ・ ☐ 不可 ） 

営業日・連絡先等について 

営 業 日(対応可能日) 月曜日～金曜日 等 

営業時間（対応可能時間） ９時００分～１７時３０分 等 

休 業 日 土曜、日曜、祝日、正月３が日、お盆休み、不定休等 

電話番号(対利用者用) ○○○-○○○○-○○○○ 

 

業務内容について 

新設・改造工事 漏水等修繕工事 

道路部分 

(分岐工事) 

宅内部分 

(二次側) 
屋内給水装置 

屋外給水装置 

(掘削等を伴う埋設

部) 

給水設備 

(受水槽・ポンプ・附

属設備等) 

対応可 

☐不可 

対応可 

☐不可 

対応可 

☐不可 

対応可 

☐不可 

☐対応可 

不可 

備考 第１、第３土曜日は営業日 

営業日は公表可だが、業務内容は非公表希望等 

＊２の業務内容について、お客様への情報提供の充実を図るため、公表の可にチェックいただいた先については、

米原市公式ウェブサイトの工事事業者一覧表にて公表します。つきましては、御記入いただいた内容に変更が生

じた場合は、速やかにその旨を届け出るようお願いします。 

－裏面に続く－ 

未受講の場合は理由を記入

してください。 

公表の可・不可

にチェックし、

不可であって

も記入してく

ださい。 

記入例を参考に自社

情報を記入してくだ

さい。 

新設・修繕等の対応可否

についてチェックボック

スに記入してください。

備考がある場合は、記入

してください。 

該当するどちらかにチェックして

ください。他府県の事業体の講習

会を受講された方は、それを証す

る書類の写し（受講証等）を添付し

てください。 

指定申請書と同様に記載

してください。 
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３ 給水装置工事主任技術者等の研修受講実績（過去５年以内で直近のもの） 

受講者名 研修会名・実施団体 受講年月日 

米原 太郎 自社内研修（研修内容：OO に関する業務研修） 令和２年３月１日 

米原 花子 給水工事振興財団 e-ラーニング 令和２年２月１日 

  年 月  日 

・外部研修については、受講を証明する書類（受講証等）の写しを添付してください。 

・自社内研修については、研修内容を記載してください。 

・行数が不足する場合は、必要に応じてコピー等してください。 

 

＊根拠法令  

水道法施行規則第 36 条 法第 25 条の８に規定する厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関

する基準は、次の各号に掲げるものとする。（以下抜粋） 

４ 給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置工事の施行技術の向上の

ために、研修の機会を確保するよう努めること。 

 

４ 過去１年以内の給水装置工事に主に従事した適切に作業を行うことができる技能を有す

る者の状況 

☐配水管から水道メーターまでの分岐工事を施工しないため非該当（記入不要です。） 

配水管から水道メーターまでの分岐工事を施工するため該当 

技能（経験）を

有する者の氏名 

配水管への分水栓の

取付・穿孔、給水管の

接続、いずれの経験も

有しているか 

資格等を有し

ているか 

 

工事年度 
＊保有している資格等 

（下記①～④のうち、該当するものの

太文字下線部を記入してください。） 

米原 太郎 有 ☐無 有 ☐無 配管技能士 令和２年度 

米原 花子 有 ☐無 有 ☐無 検定会合格者 令和２年度 

米原 一郎 ☐有 無 ☐有 無    年度 

①水道事業者等によって行われた試験や講習により、資格を与えられた配管工 

②職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64号）法 44条に規定する配管技能士 

③職業能力開発促進法第 24 条に規定する都道府県の認定を受けた職業訓練校の配管科の課程修了者 

④公共財団法人給水工事技術振興財団が実施する配管技能の習得に係る講習の課程修了者（配管技能者講

習会修了者、配管技能検定会合格者、配管技能者認定） 

＊資格を証明する書類（資格者証等）の写しを添付してください。 

・過去１年以内の工事実績が無い場合は、直近の状況を記載してください。 

・行数が不足する場合は、必要に応じてコピー等してください。 

 

＊根拠法令  

水道法施行規則第 36 条 法第 25 条の８に規定する厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関

する基準は、次の各号に掲げるものとする。（以下抜粋） 

２ 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水道メーターまでの工 

事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損その他の異常を生じさせるこ 

とがないよう適切に作業を行うことができる技能を有する者を従事させ、又はその者に当該工事に従 

事する他の者を実施に監督させること。 

資格を有していなくても

経験を有していれば記入

してください。 

・e-ラーニングや、現地研修会

で実施した場合、修了証や修了

年月日が明示されたものの写し

を添付してください。自社内研

修は申し出のみとし、別途証明

の書類や受講の事実を証明する

押印は不要です。 該当するどちらかにチェックしてください。 

施工しない場合は、下記の記入不要です。 
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